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１ 開 会

２ 議 題

総合戦略と成長戦略の一体的な推進のための庁内推進体制

の見直しについて

３ 報 告

平成２８年度当初予算等における国庫支出金の活用状況に

ついて

埼玉県の地方版総合戦略について

平成２８年度に向けた取組に係る動向について

４ その他

５ 閉 会

次 第



２ 議 題

総合戦略と成長戦略の一体的な推進のための
庁内推進体制の見直しについて



①ポイント
・これまで別に組織していた「さいたま市地方創生推進本部」と「さいたま市成長戦略本部」を統合し、

共通の目的を有する各プロジェクト、各事業間の連携を一層深め、一元的に取り組むことにより、総合

戦略と成長戦略を強力に推進

・本部の下に「プロジェクトチーム」「検討ワーキンググループ」を組織し、目的に応じて各事業を推進

・また、首都圏広域地方計画に関連する事業の一体的な推進のため、新たに本部の中に、「首都圏対流拠

点創出関係部局会議」を設置

総合戦略と成長戦略の一体的な推進のための庁内推進体制の
見直しについて①

②推進体制

ワーキンググループ

国際観光都市戦略「さいたＭＩＣＥ」ＰＴ

東日本の中枢都市構想ＰＴ

スポーツ観光・産業都市戦略ＰＴ

医療ものづくり都市構想ＰＴ

環境技術産業の推進ＰＴ

戦略的企業誘致・国際展開支援ＰＴ

【関係局】都市戦略本部、総務局、
スポーツ文化局、環境局、
経済局、都市局、建設局

広域防災拠点都市づくりＰＴ

さいたま市地方創生・成長戦略統合推進本部

＜首都圏対流拠点創出関係部局会議＞



③  他 運用 見直 

・総合戦略、成長戦略を策定する時期から、個々のプロジェクト・事業の進捗を強力に推進する時期へ移

行してきていることから、個別のプロジェクトや事業に係る議題に応じて、本部員の一部を招集して開

催することを可能にする。

・緊急を要する場合の意思決定を、決裁により行うこともできるようにする。

総合戦略と成長戦略の一体的な推進のための庁内推進体制の
見直しについて②



３ 報 告

平成２８年度当初予算等における国庫支出金
の活用状況について

埼玉県の地方版総合戦略について

平成２８年度に向けた取組に係る動向につい
て



①平成２８年度総合戦略関係事業 係 国庫補助     活用状況    
・平成２８年３月現在の国庫支出金充当見込額を調査したところ、以下のような状況となった。

局等
総合戦略事業費総額

（千円）
国庫支出金

充当見込額（千円）
主な充当事業（予算額）

都市戦略本部 17,549 0 
総務局 165,228 0 
市民局 545,394 0 
スポーツ文化局 245,738 0 

保健福祉局 14,646,581 557,728 
妊娠・出産包括支援センター整備事業（12,215千円）、不妊治療支
援事業（283,401千円）、地域包括支援センター事業（935,343千円）、
介護予防事業（188,869千円）

子ども未来局 6,015,358 2,280,099 
認可保育所整備事業（3,410,801千円）、地域子育て支援拠点整備・
運営事業（150,349千円）、子育て支援拠点施設整備・運営事業
（219,336千円） 他

環境局 720,504 0 
経済局 1,295,197 14,866 東日本連携・創生フォーラム（35,652千円）

都市局 15,017,406 0 
建設局 32,742,264 0 
１０区役所 8,000 0 
消防局 313,779 0 

教育委員会事務局 4,177,821 227,940 チャレンジスクール推進事業（139,424千円）、学校安全ネットワーク
事業（114,133千円）、学校施設リフレッシュ事業（1,695,469千円）

計 75,910,819 3,080,633 

平成２８年度当初予算等における国庫支出金
の活用状況について



埼玉県の地方版総合戦略について 【抜粋】
基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 基本目標４

基本目標 県内における安定した雇用を
創出   生産年齢人口減
少期    経済活性化 

県内  新     流     
 東京都区部  一極集中 
克服 

県民 結婚 出産 子育  希
望      少子社会   
転換 

時代に合った地域をつくり、安心な
    守  異次元 高齢化 
 挑戦 

基本指標 ○就業率 57.7％
○女性就業率（30 39
歳）の向上
○経営革新支援、次世代産
業・先端産業支援及び企業
誘致による付加価値創出額
１兆719億円

○人口の社会増の維持
○０歳 14 歳の転入超過数
の維持

○合計特殊出生率 向上
平成31年 1.44、平成42 年
1.78

○健康寿命
男17.51年 女20.18年

○要介護 要支援認定率（75
79歳） 12.7％未満

主な重要
行政評価
指標
(KPI)
【抜粋】

・多様な働き方
実践企業の認
定数

延べ3,000社  若年者向 就
業支援による就
職確認者数

累計12,500人  不妊治療助成件
数

8,500件  特別養護老人
ホームの整備

39,799人分

 新規 企業立
地件数

累計250件 ・子育て応援住
宅認定戸数

累計9,000戸 ・子育て世代包括
支援センターを整
備する市町村数

63市町村 ・介護職員数 98,000人

 外国人旅行客
数

80万人 ・観光消費額
(県外からの宿
泊客）

32,600円 ・保育所等受入枠 110,152人  健康長寿   
ターの養成数

累計70,000人

・観光消費額
（県外からの日
帰り客）

6,700円 ・保育士数 23,913人     利用者数 227百万人

主な施策
【抜粋】

 女性      輝 社会 構築
・高齢者等の就業支援と雇用の拡
大
・次世代産業・先端産業の振興、
農林水産業 振興
・県内中小企業の支援、サービス
産業の振興
・産業人材の確保・育成

 若年者 中心   就業支援
 子育  魅力 感        推
進
 埼玉県 魅力発信 観光 推進
・移住の促進
・2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ 
ラグビーＷ杯2019等を契機とした地
域の活性化

・結婚・出産への支援
・子育て支援の充実
・ワークライフバランスの推進
 若年者 生活安定 支援

・高齢者等が安心して暮らせる社会づく
り
・生涯を通じた健康の確保
・誰もが快適で暮らしやすいまちづくり
・共助社会づくりと地域連携の推進



(3) 平成２８年度に向けた取組
　　に係る動向


